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（出所）厚生労働省HP（平成２９年２月２８日現在 厚生労働省年金局）及び厚生労働省調べ 2 

確定拠出年金の施行状況 
 

（うち、総合型*：承認規約数：121件、実施事業主数：12,092社） 
         *現時点で把握しているものを暫定的に集計したもの。 
           なお、総合型は、複数の事業主で実施している企業型年金の 
           うち、実施している事業主の間に、人的・資本的関係がないと 
           思われるものを集計した。 

※企業型年金は、１つ（上記では「単独」が該当）又は複数 
 （上記では「共同」が該当）の事業主で、１つの規約を実施する。 



（出所）企業年金連合会『確定拠出年金実態調査結果』（2017.2） 

運用商品の選定状況（企業型年金） 
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投資対象ごとの本数（平均値） 平均値

①元本確保型商品 4.7

　*内預金型 2.4

　*内保険商品型 2.3

②主に日本株式の投資信託 3.4

　*内パッシブ 1.3

　*内アクティブ 2.1

③主に日本債券の投資信託 1.4

　*内パッシブ 1.0

　*内アクティブ 0.5

④主に外国株式の投資信託 2.3

　*内パッシブ 1.3

　*内アクティブ 1.0

⑤主に外国債券の投資信託 1.8

　*内パッシブ 1.2

　*内アクティブ 0.6

⑥複数資産に投資するバランス型投資信託 4.1

　*内パッシブ 2.4

　*内アクティブ 1.7

⑦ターゲットイヤー型投資信託 0.2

⑧その他 0.7

１～３本 
0.3% ４～５本 

0.9% 

６～１０本 
9.8% 

１１～１５本 
22.9% 

１６～２０本 
36.0% 

２１～２５本 
18.4% 

２６～３０本 
7.8% 

３１本以上 
3.9% 

＜運用商品の平均採用数＞ ＜投資対象ごとの本数（平均値）＞ 

平均提供数 １８．４本 

⑧その他の内訳： 
 ＭＭＦ、不動産投資信託（ＲＥＩＴ）、新興国（エマージング）債券・株式、 
 コモディティ（純金ファンド等）、リスクコントロール型、等 



（出所）厚生労働省調べ（現時点で把握しているものを暫定的に集計したもの） 

総合型（企業型年金）の運用商品の選定状況 
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０～１０本 
3.3% 

１１～１５本 
48.8% １６～２０本 

34.7% 

２１～２５本 
5.8% 

２６～３０本 
2.5% ３１～３５本 

5.0% 

＜運用商品の平均採用数＞ ＜運用商品ごとの本数（平均値）＞ 

平均提供数 １６．８本 

運用商品 平均本数 

預金 1.8 

生損保 1.5 

投資信託等 13.6 



（出所）厚生労働省調べ（国民年金基金連合会で平成２８年３月末時点で把握しているものを暫定的に集計したもの） 

運用商品の選定状況（個人型年金） 
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0～10本 
17.1% 

11～15本 
50.3% 

16～20本 
22.3% 

21～25本 
4.0% 

26～30本 
3.4% 

31～35本 
1.7% 

36～40本 
1.1% 

＜運用商品の平均採用数＞ ＜投資対象ごとの本数（平均値）＞ 

平均提供数 １５．３本 

運用商品 平均本数 
令第１５条第１項第１号（預金、貯金） 2.9 

令第１５条第１項第４号（生命保険） 0.2 

令第１５条第１項第４号（生命共済） 0.0 

令第１５条第１項第５号（損害保険） 0.4 

令第１５条第１項第３号（投資信託等）の分類 

金融債 0.0 

国内株式 2.8 

海外株式 1.4 

内外株式 0.2 

国内債券 1.2 

海外債券 1.3 

内外債券 0.0 

国内不動産（REIT） 0.1 

海外不動産（REIT） 0.1 

内外不動産（REIT） 0.0 

資産複合（国内バランス）型 0.2 

資産複合（海外バランス）型 0.0 

資産複合（内外バランス）型 4.3 

MMF 0.1 

その他 0.0 

※平均は、運営管理機関ごとではなく、個人型年金の各プランごとのもの 



運用商品の提示プロセスについて（企業型年金） 

１．労使間で十分な協議を行い合意を得た上で、運用の方法の範囲について、以下の
①・②いずれかの通りに規約で定める。（ＤＣ法第３条第１項、ＤＣ法第３条第３項第８号） 

２．②の場合＊、運営管理機関は、労使合意
に基づいて定められた規約に従って運用商
品を決定。（ＤＣ法第２３条第１項） 

□ 事業主は、規約には運用の方法の提示に関する事項を定める。 

□ 運営管理機関は、定められた規約に従って、運用商品のラインナップを決定。 

＜商品の選定・提示を事業主が行う場合のみ＞ 

①規約には、具体的な金融商品名
（Ａ銀行の定期預金など）を示す。 

※ 実際には、運営管理機関は運用商品を単独で 
 決定せず、事業主と相談した上で決定する場合が 
 一般的。 

（企業年金国民年金基金課長通知「確定拠出年金の企業型年金に係る規約の承認基準等について」） 

【具体例】 
加入者が選定することができる運用商品は、  以下の金
融商品とする。 
 ・Ａ銀行の定期預金 ・Ｂ銀行の割引金融債 ・自社株 … … 

【具体例】 

加入者が選定することができる運用商品は、 以下の商品類型の中
から運営管理機関が選定した それぞれ２つずつの金融商品とする。 
 ・普通銀行の定期預金 ・国内株式型投資信託 ・変額個人年金 … … 

②規約には、金融商品の類型（例：定期預
金、投資信託など）及び数のみ定める。 

 （具体的な金融商品名は運営管理機関が選定） 

【②の場合の具体的な商品選定から提示まで（イメージ図※）】    ※ 実際には個社による。 

ステップ１ 

運営管理機関は規約
をもとに運用商品の 
ラインナップを選定し 
事業主に提案 

ステップ３ 

事業主は検討した運用
商品のラインナップを
労使合意で決定 

ステップ４ 
運営管理機関は決定 

した運用商品のライン
ナップを従業員に提示 

ステップ２ 
事業主は提案された 

運用商品のラインナッ
プを検討 
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  ＊ ②の場合が一般的。 


